主要指標と目標値

	基本
目標
	主要
課題
	指標
NO.
	主要指標
	直近値
（R2年度）
	目標値
（R7年度）

	1
	（1）
	1
	生命や人権を尊重する心が育っていると回答する子どもの割合
	（小学校）
94.9%
（中学校）
93.5％
	95.0%

	
	（2）
	2
	社会教育施設などでの人権感覚の向上を図る学習の参加者数
	267人
	682人

	
	（3）
	3
	いやな思いをしたり、不当な扱いを受けたことがない市民の割合
	76.7％
	75.0％

	
	
	4
	人権問題講演会、講座、研修会への参加者数
	567人
	1,400人

	
	
	5
	人権問題講演会の参加者のうち関心が深まった人の割合
	76.3％
	97.0％

	2
	（1）
	6
	男女共同参画推進センター主催講座の参加者数
	3,309人
	4,700人

	
	
	7
	理解した人（大変深まったとある程度深まったの合計）の割合
	81.3%
	100.0%

	
	
	8
	デートＤＶ防止授業開催数
	18回
	23回

	
	（2）
	9
	児童虐待防止研修会の開催回数
	2回
	4回

	
	（3）
	10
	認知症サポーターの養成講座受講者数
	2,372人
（年度）
54,140人
（累計）
	2,000人
（年度）
64,000人
（累計）

	
	（4）
	11
	①就労継続支援Ａ型　事業所の平均工賃（月額）
	73,458円
	74,566円

	
	
	12
	②就労継続支援Ｂ型　事業所の平均工賃（月額）
	16,464円
	18,177円

	
	（5）
	13
	同和問題を知っている市民の割合
	81.6%
	82.5%

	
	（6）
	14
	国際理解に係る講座参加者数
	2,715人
	2,813人

	
	（7）
	15
	感染症に関する出前講座実施回数
	0回
	5回

	
	（8）
	16
	パートナーシップ宣誓制度ガイドブック、チラシの配布枚数
	1,422部
	2,450部

	
	（9）
	17
	犯罪被害者等への理解促進を図る情報発信回数
	-
	5回

	3
	
	18
	原爆資料館入館者数
	236,310人
	692,000人

	
	
	19
	家族・交流証言者数
	44人
	74人

	
	
	20
	平和首長会議加盟都市数
	8,024都市
	8,784都市

	
	
	21
	被爆の実相を伝えるための活動に参加した青少年ピースボランティアの延べ活動人数
	637人
	637人

	4
	
	22
	人権に関する職場研修の実施率
	100%
	100%

	
	
	23
	小・中学校での人権教育研修会の実施率
	100%
	100%

	
	
	24
	消防職員、消防団員への人権に関する研修会の実施率
	100%
	100%

	5
	（1）
	25
	不登校児童・生徒の相談対応割合
	80.4%
	85.0%

	
	
	26
	アマランス相談の認知度
	44.3%
	53.0%

	
	
	27
	児童虐待相談で改善した割合
	87.2%
	88.0%

	
	
	28
	包括支援センター等における成年後見制度利用延べ相談件数
	1,123件
	1,200件

	
	
	29
	障害者相談支援事業利用者数
	45,583人
	65,137人

	
	
	30
	犯罪被害者等支援相談により支援につながった人数
	5人
	10人

	
	（2）
	8
	デートＤＶ防止授業開催数【再掲】
	18回
	23回

	
	
	29
	障害者相談支援事業利用者数【再掲】
	45,583人
	65,137人

	
	
	31
	就労移行支援事業所等を通じて一般就労した障害者数
	77人
	102人

	
	
	11
	①就労継続支援Ａ型　事業所の平均工賃（月額）【再掲】
	73,458円
	74,566円

	
	
	12
	②就労継続支援Ｂ型　事業所の平均工賃（月額）【再掲】
	16,464円
	18,177円

	
	
	16
	パートナーシップ宣誓制度ガイドブック、チラシの配布枚数【再掲】
	1,422部
	2,450部




策定　　　　令和4年4月

編集・発行　　　長崎市市民生活部　人権男女共同参画室
〒850-8685　長崎市魚の町４番1号
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e-mail：jinkendanjo@city.nagasaki.lg.jp
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関する基本計画（概要版）　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画策定の趣旨

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長崎市は、平成12年施行の「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」に、人権教育・啓発の基本理念と地方公共団体の責務が明記されたことを受け、平成14年3月に国が策定した「人権教育・啓発に関する基本計画」との整合を図り連携する「長崎市人権教育・啓発に関する基本計画」を策定（平成16年3月）し、「平和の希求と人権の尊重」を基本理念として、人権尊重社会の実現をめざして全庁体制で取り組んできました。
「第2次長崎市人権教育・啓発に関する基本計画（計画期間：平成28年度～令和3年度）」を検証しつつ、社会情勢や市民の意識の変化等も踏まえながら、新たな課題にも対応するため、令和４年度に「第3次長崎市人権教育・啓発に関する基本計画」を策定しました。



計画の位置づけ



≪市≫
≪国・県≫


長崎市第五次総合計画
人権教育及び啓発の
推進に関する法律

整合

整合・連携

各個別計画
第3次男女共同参画計画
子ども・子育て支援事業計画
など
連携
人権教育・啓発に関する
基本計画（国）
長崎市人権教育・啓発

に関する基本計画



整合・連携

取組みの指針　　　
意見

市民
行政
事業者
長崎県人権教育・啓発
基本計画（県）



連携・情報共有

計画の期間

　　　
令和４年度から令和12年度までの９年間とします。

主な現状や課題、社会情勢の動きとして、次のことが挙げられます。



人権問題等の現状・課題
1　人々の人権問題に対する意識が変化している。

・性的少数者や犯罪被害者等など新たな人権課題の認知の広がり

・インターネットによる誹謗中傷、いじめ、個人情報の特定などが社会問題として深刻化
　
⇒多様化、複雑化する人権問題へ対応することが必要

2　一定の割合の市民が、人権侵害を経験、認識している。
　
・市民意識調査において、「人権に関していやな思いをしたり、不当な扱いを受けた
または見たことがある」割合は横ばい（過去5年）

・女性、子ども、高齢者、障害者など弱い立場にある人への差別や暴力のさらなる深刻化

⇒人権が尊重されるまちを目指し、人権教育・啓発に継続して取り組むことが必要
















社会情勢等
・SDGｓ（持続可能な開発目標）の達成に向けた取り組みの広まり

・インターネット社会のさらなる進展（急速なデジタル化社会の進展）

・多様性を認め合う（ダイバーシティ）考え方の広まり

・新型コロナウイルス感染症の拡大

・性的少数者の人権や犯罪被害者等への支援などに対する法整備に向けての動き

・インターネットによる誹謗中傷に対する侮辱罪の厳罰化等に関する法整備に向けての動き

・長崎市パートナーシップ宣誓制度の創設（令和元年9月）

・長崎市犯罪被害者等支援条例の施行（令和3年4月）















これらを踏まえ、第３次人権教育・啓発に関する基本計画では次の視点を新たに取り入れました。


新たに取り入れた視点
・基本目標2「個別の分野における人権教育・啓発」に「性的少数者に関する取組」及び「犯罪被害者等に関する取組」を主要課題としました。

・『「インターネット上での人権侵害」にかかる教育・啓発の推進』を施策の方向に追加しました。　　　　　　







基本目標と取組の体系図

一人ひとりが認め合い、人が人を大切にする「希望あふれる人間都市」の実現



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　		【基本目標】
【施策の方向】
【主要課題】

（1）学校教育における取組
①子どもの発達段階に応じた人権感覚と態度の育成にかかる教育の推進　②家庭、学校、地域及び関係団体と連携した取組みの推進　③体験活動や交流活動を通した教育の推進　④教職員の資質向上の促進　⑤教育相談事業の充実

基本目標１　

あらゆる場における人権教育・啓発

（2）社会教育における取組
①地域や家庭における人権教育の推進　②社会教育施設における人権教育の推進　③人権問題への理解や人権感覚を高める啓発資料等の充実　④人権に関する関係団体との連携・協働

（3）人権啓発における取組
①市民への効果的な啓発の推進　②関係団体と連携した啓発の推進　③職場の人権意識を高める取組みの推進


基本目標２　

個別の分野における人権教育・啓発
（1）女性に関する取組
①男女共同参画の意識を高める教育・啓発の推進　②男女が共同参画できる社会の実現　③男女間における暴力（DV、セクシュアル・ハラスメント等）の防止に関する啓発の推進

（2）子どもに関する取組
①子どもの成長を育む環境の充実と教育の推進　
②心身ともに健やかな子どもの育成の推進
(5)に

	（3）高齢者に関する取組
①高齢者への理解を深める教育・啓発の推進　
②高齢者の権利擁護に関する啓発の推進

	（4）障害者に関する取組
①障害者への理解を深める教育・啓発の推進
②障害者の権利擁護に関する啓発の推進

	（5）同和問題に関する取組

	（6）外国人に関する取組
①同和問題への理解を深める教育・啓発の推進　
②差別意識の解消に向けた関係機関や団体との連携

①外国人への理解を深める教育・啓発の推進
（7）感染症患者等に関する取組

（8）性的少数者に関する取組
①性的少数者への理解を深める教育・啓発の推進
①感染症に対する正しい知識の普及・啓発の推進

①犯罪被害者等への理解を深める教育・啓発の推進
（9）犯罪被害者等に関する取組

①「インターネット上での人権侵害」にかかる教育・啓発の推進　②その他の様々な問題への理解を深める教育・啓発の推進
（10）その他の分野に関する取組

			基本目標３　

平和な社会をつくる人権教育・啓発

①被爆の実相の継承　
②核兵器廃絶の実現に向けた着実な前進　
③平和の文化の醸成

基本目標４　

特に人権に関わりの深い職業従事者に対する人権教育・啓発

	①研修や啓発資料による教育・啓発の充実

	
（1）相談体制の充実
①様々な人権問題に対する相談、救済体制等の充実　
②関係機関と連携した支援の強化
基本目標５　

人権侵害から市民を守る体制づくり

		（2）未然に防ぐしくみづくり
①人権侵害を未然に防ぐ取組みの推進　
②暮らしやすい環境を整えるための取組みの推進


		①指導者となる人材の育成　②効果的な内容と手法の検討　③関係機関や団体相互の連携　④マスメディア、IT関連技術を活用した情報提供
基本目標６　

人権施策を力強く進める環境づくり
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